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定年引上げに係る職員団体との交渉結果 

 

１ 交渉団体 

  兵庫県職員労働組合、兵庫県職員労働組合現業評議会 

 

２ 出席者 

［当  局］人事課長、職員課長 他      （９名） 

［職員団体］副委員長、書記次長 

副議長、事務局次長 他      （16 名） 

 

３ 交渉日時及び場所 

  令和４年８月 24 日（水）14:30～17:35 職員会館１階ホール 

 

４ 内容 

  職員の定年引上げについて、改めて協議を行った結果、合意に至った。 

 

５ 交渉概要 

項目 職員団体主張 当局回答 

60 歳に達した職

員の給与等 

・前回の交渉においては、当局か

らは、①定年引上げ後の 60 歳を

超える職員の給料は当分の間、

７割となること、また、②定年

が引き上がる一方で 55 歳昇給停

止は継続されることといった説

明を受けた。この説明に対し、

現場からは、「60 歳に達しても

業務内容や責任は変わらないた

め、給料が７割になればモチベ

ーションが下がってしまう」と

いう声が多い。定年引上げの趣

旨は、高齢層職員が、その技

術・知識・経験を最大限活かし

て働き続けられる職場環境をつ

くることである。60 歳に達した

職員の賃金については、60 歳時

の水準を維持すべきではないの

か。7割水準とするなら、業務

量も 7割にすべきではないの

か。また、55 歳昇給停止を廃止

・我々としても、職員の皆さんに

60 歳以降も活躍いただき、そ

の知識、技術、経験などを継承

していくことが重要であると認

識しており、今般の法改正と新

たな制度導入は、高齢期におけ

る多様な働き方や生活設計の支

援などを図るためのものであ

る。定年の引上げに伴い、業務

に関しては、60 歳以降も引き

続き現役の職員として担当業務

に従事し、それぞれの役割を果

たしていただくこととなる。60

歳以降の給与制度については、

国において社会一般の情勢に適

応するよう制度設計されてお

り、地方公務員の給与は、均衡

の原則により国家公務員の取扱

いを考慮して決定する必要があ

るため、本県においても国に準

じた措置を講じるものであり、
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すべきではないのか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・７割水準について、人事院は

「60 歳を超えても、引き続き同

一の職務を担うのであれば、本

来は給与水準を維持することが

望ましい」ということから、７

割は「当面の間」としている。

このことも踏まえ、我々は、給

与水準の引き上げを求めるが、

いかがか。 

 

・55 歳昇給停止については、定年

引上げまで 10 年間、昇給の機会

がないことはモチベーションの

観点からも、問題であり、廃止

を求めておく。 

 

・本人希望により、60 歳以降、例

えば６級の者が、降任希望をし

た場合、給与面はどのようにな

るのか。 

 

 

 

 

 

 

国や他府県の状況を踏まえる

と、７割を上回る給与水準とす

ること、昇給停止を廃止するこ

となど、本県独自に給与面での

処遇を引き上げることは困難で

ある。なお、国においては、60

歳前後の給与水準について、今

後、人事院における検討の状況

を踏まえ、所要の措置を順次講

ずることとされており、私ども

としても、国の動向を注視し、

必要に応じ適切な見直しを検討

することとしたい。 

 

・先ほど申し上げたとおり、国の

動向を注視し、必要に応じ適切

な見直しを検討することとした

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・例えば、６級の職員が、特定日

において、職員本人の希望によ

り５級へ降任した場合、特定日

以後、当該職員に支給される給

料月額は、降格時号給対応表に

より決定される５級に降格した

後の給料月額の７割水準とな

る。また、当該職員が退職する

場合の退職手当の基本額の算出

に当たっては、ピーク時特例の
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・６級の職員が５級に希望降任し

た場合についても、役職定年に

より降任した者に対して支給さ

れる管理監督職勤務上限年齢調

整額と同様の調整額を支給する

ことはできないか。 

 

 

 

 

 

 

 

・給料が７割なら業務量も７割に

してもらいたい、というのが現

場の率直な受け止めである。行

革の定数削減により、職場に余

裕がなくなっていることから、

60 歳以降も同じように働き続け

られるのかという不安につなが

っている。 

・60 歳以降の働き方については、

今の職場が業務量に見合った人

員となっているのか、というこ

とも含め課題が多いと考えてい

る。 

 

適用により、降任前の６級のと

きに受けていた給料月額が基礎

となる。 

 

・管理監督職勤務上限年齢調整額

は、役職定年に伴い、本人の意

に反して降任させた結果、制度

的に降給することが避けられな

いものであることから支給され

るものである。 

 一方、希望降任については、本

人の希望に基づき公認し、その

結果降給するものである点で、

役職定年制に基づく降任と同様

に取り扱うことは出来ず、本県

独自にそのような調整額を設け

ることは困難である。 

 

役職定年制の導

入、職員の配置 

・ 役職定年制の導入に伴い、６級

以上の職員が、60 歳を超えると

全員６級のポストに配置されると

なると、「６級の人数が増えすぎ

るのではないか、担当する業務は

あるのか。」という現場からの意

見もあるがどうか。さらに、役職

定年制により、管理職全員が６級

に降任すると、中堅層の昇任・昇

・定年引上げ後、60 歳に達する職

員の中には、定年前に退職し、

定年前再任用短時間勤務で任用

される職員や、本県以外に再就

職する職員なども一定数見込ま

れることから、６級の職員が増

えすぎるといった状況にはなら

ないものと考えている。また、

役職定年制の導入に当たって
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格への影響が懸念される。総務省

も、降任級の構成比率が上昇する

ため、別管理する必要があるとし

ているが、どうか。 

 

・６級の職員には、定年引上げによ

り 60 歳を超えて引き続き勤務す

る者、役職定年により降任した

者、60 歳前の者といった様々な

パターンの職員が混在することに

なる。それぞれがどのような職務

を担うことになるのか。例えば、

60 歳を超えて引き続き勤務する

者と役職定年により降任した者

は、60 歳前の者の同じ職務とな

るのか。また、行革の定数削減

で、職場に余裕がなくなり、「７

割水準の賃金で６級の職責を 60

歳以降も担うのは厳しい」との意

見があることから、職員の希望も

踏まえ、ライン職に限らず、スタ

ッフ職への配置も検討してもらい

たい。 

 

・現場からは、賃金が７割になるの

であれば、業務量も７割にしても

らいたい、という声が多く上がっ

ていることを訴えたが、５級以下

について、60 歳を超えた場合、

60 歳までの職名（課長補佐等）

がそのまま継続されるのか。ま

た、事務分担は変わらないのか。 

 

 

 

 

 

 

 

は、中堅層の昇任機会の確保に

十分配慮するなど、中堅層の職

員の意欲の維持・向上にも努め

ていく。 

 

・６級には、ご指摘のとおり、

様々なパターンの職員が在職す

ることとなるが、それぞれ、ポ

ストに応じた職務を担っていた

だくこととなる。具体のポスト

としては、60歳の前後・役職定

年の有無に関わらず、本庁であ

れば、班長や主幹、地方機関で

あれば、課長や専門員などが想

定される。職員の配置に当たっ

ては、本人の希望も踏まえつ

つ、知識や経験、能力等を最大

限活かせるものとなるよう、人

事異動の中で検討していく。ま

た、ライン職に限らず、特定分

野のスタッフ職へ配置するな

ど、柔軟に対応していく。 

 

 

・例えば、一般職員が、定年引上

げにより 60 歳を超えてフルタイ

ムで勤務する場合、引き続き、

主査、課長補佐などの職が補さ

れることとなる。 

また、事務分担については、こ

れまでどおり、毎年度、本人の

能力や経験、適性などを踏ま

え、所属長が定めることとな

る。 
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暫定再任用職員

の給与等 

・現場からも「再任用の場合は再任

用４級というが、現場での職務内

容は、現職と同じ仕事を任されて

いるのに、フルタイムで働いても

現職の６割しかもらえていな

い。」、「せめて期末勤勉の支給月

数くらい職員と同じにならない

のか。」、「制度設計の考え方が今

の状況に合っていない。」という

声が集まっている。定年引上げ後

の常勤職員は、給料が 7割になる

としても 60 歳前と同じ級となる

なら、再任用についても、級格付

けを退職時の級のままとし、期

末・勤勉手当を改善するととも

に、生活関連手当を支給すべきで

はないか。 

 

 

・再任用の期末・勤勉手当の改善と

生活関連手当の支給は、これまで

求めてきた。人事院報告の給与面

での検討事項に、定年前再任用短

時間の給与も取り上げられてい

る、と言われた。公務員連絡会と

人事院との交渉で、生活関連手当

の支給に対し、人事院は「再任用

の給与に関する問題意識は持っ

ている」と回答しており、前向き

な検討と受け止めている。再任用

の給与は、モチベーションの観点

からも課題であることから、再任

用の給与面での改善を強く求め

る。 

・前回の交渉でも申し上げたとお

り、暫定再任用については、定

年引上げに伴い、現行の再任用

制度を廃止するに当たっての経

過措置であるため、国からは、

現行の再任用制度を基本とした

取扱いとすべきものであるとさ

れている。再任用職員を含む地

方公務員の給与については、地

方公務員法に定める給与決定の

原則に基づき、人事委員会の勧

告・報告を踏まえて対応するこ

とが基本であり、国や他府県と

の均衡も考慮する必要がある

中、現時点において、再任用職

員の格付けや手当を本県独自に

見直すことは困難である。なお、

去る８月８日に行われた人事院

報告において、「一人一人が躍動

できる公務組織の実現に取り組

む中で、諸課題に対応できるよ

う給与面でも公務や社会の変化

に対応したアップデートが必

要」であるとされ、「定年前再任

用短時間勤務職員の給与」が検

討事項の一つとして取り挙げら

れており、私どもとしても今後

の国の動向を注視したいと考え

ている。 
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定年前再任用短

時間制 

・定年前再任用短時間は、60 歳に

達した日以後に退職し、引上げ後

の定年年齢までの間、再任用とし

て短時間勤務を可能とする制度で

あるが、60 歳に達する前に退職

した元常勤職員は、定年前再任用

短時間勤務制の対象となるか。ま

た、60 歳以降に退職し、一定の

期間を置いた後、定年前再任用短

時間勤務職員として勤務すること

は可能か。 

・定年前再任用短時間勤務職員と

して採用可能である者は、60

歳に達した日以後に退職した者

に限られることから、60 歳に

達する前に退職した元常勤職員

を定年前再任用短時間勤務職員

として採用することはできな

い。また、60 歳以降に退職し

た職員を、在職時の勤務実績等

に基づく選考により、一定の期

間を置いた後に定年前再任用短

時間勤務職員として採用するこ

とは可能である。なお、定年前

再任用短時間勤務職員の採用日

は、４月１日を基本とする。 

 

定年引上げ期間

中の計画的な採

用 

・前回の交渉で、新規採用につい

て、定年引上げ期間中において

も、「一定の新規採用を継続的に

確保することも検討する」との考

え方が示された。その内容は、総

務省の研究会が示している、制度

完成までの 10 年間程度を見通し

たもの、職種毎に年齢構成の平準

化を勘案したもの、定年退職者が

生じない年度の翌年度においても

採用を検討するもの、ということ

で良いか。 

 

・兵庫県では、行革により定員の３

割削減が行われてきたことを踏ま

え、定年引上げ期間中において

も、業務量に応じた人員が適正に

配置されるよう、定年引上げ期間

中の退職者数を上回る採用につい

ても、検討すべきではないか。 

 

 

 

 

・そのとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・定員については、県政改革方針

において、「平成 30 年４月１日

の職員数を基本」としている

が、定年引上げ期間中の定年退

職者が生じない年度において

も、一定の新規採用を継続的に

確保することも検討しており、

その場合、一時的に職員数を増

員することも考えられる。一時

的に職員数が増員となる場合に

あっても、「業務量に応じて人
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・行革で新規採用が抑制された結

果、中堅層の職員が減っている。

そのようなことを繰り返すことの

ないよう新規採用の確保を求めて

おく。 

 

員を適正に配置する」という定

員管理の趣旨に沿って、必要な

行政サービスを将来にわたり安

定的に提供できる体制を確保し

て参りたい。 

 

 

 

 

 

 

加齢困難職種の

課題 

・厚労省のガイドラインでも触れら

れているが、現業職場では少人数

化が進む中で、高齢層の職員から

は、加齢に伴う身体機能の低下に

より日々の職場環境が厳しくなっ

ているとの意見を聞いている。

我々として、労働安全衛生法上も

課題が生じないかと危惧している

が、今後、労使間で共通認識を持

つことや、課題が生じた場合には

対応を検討していく取り組みが必

要と考えているが、いかがか。 

・職場の実態を踏まえた職場の危

険防止や健康障害防止を図るた

め、労働安全衛生法に基づき設

置が義務づけられている「安全

委員会・衛生委員会」をはじ

め、全庁的な問題については

「安全衛生協議会」の場を活用

するなどして、厚労省のガイド

ラインに沿った対応を各職場等

において労使で話し合い、ま

た、協力を行うことにより、職

員の皆さんが安心して働き続け

られるよう、職場の安全と職員

の健康の確保に努めて参りた

い。 

 

職員への情報提

供 

・「公平、明確にかつ早めに情報提

供していただき、意思確認をして

ほしい。」など現場から早く情報

がほしいという声が複数あった。

また、「制度の内容が多くわかり

づらい」、「定年引上げ前後の人事

上の扱い、福利厚生の違いなどの

説明してほしい」という声も聞か

れた。情報提供の際には、わかり

やすい資料を提示いただきたい。 

 

 

 

・職員への情報提供については、

皆さん方との協議や、９月県議

会での関係条例の議決を経た上

で行えるよう、現在準備を進め

ている。皆さんからいただいた

意見も踏まえ、わかりやすいも

のとなるよう努めて参りたい。 
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条例改正の主な

内容 

・前回の交渉で、定年引上げについ

ての説明を受け、我々としても現

場の意見を集約し、今日、やりと

りをしたが、60 歳以降の働き方

については、まだイメージがつき

にくく、課題も多い。９月県議会

に関係条例の改正案を上程する、

とのことであるが、条例改正が必

要になるのはどういった事項か。 

・定年引上げに伴い、多岐にわた

る条例改正が必要となるが、主

な事項としては、①定年の引上

げ、②管理監督職勤務上限年齢

制、③定年前再任用短時間勤務

制、④給料月額７割措置、⑤退

職手当に関する特例措置、⑥情

報提供・意思確認制度、⑦暫定

再任用措置が挙げられる。 

 

 

 

総括 

・60 歳を超える職員の給与の７割

措置について、人事院は「当面の

間」としていることも踏まえ、今

後、引き上げを求めていくので、

我々と協議し、見直すこと。 

 

・再任用の級格付けの改善、一時金

の改善及び生活関連手当の支給

について、引き続き、確定闘争で

求めていくので、真摯に協議する

こと。 

 

・定年引上げ期間中の計画的な新

規採用については、一定の確認を

行ったが、業務量に応じた人員配

置や、計画的な新規採用について

は、引き続き人員・職場要求闘争

で要望していくので、真摯に対応

してもらいたい。 

 

・役職定年による６級への配置等

については、「６級の職員が増え

すぎるといった状況にはならな

いものと考えている」とのことで

あったが、実際に役職定年が行わ

れる令和６年４月の前には、状況

等を確認させていただきたい。 

 

・見直しを行う必要が生じた場合

は、皆さん方と協議させていた

だく。 

 

 

 

・丁寧に協議する。 

 

 

 

 

 

・丁寧に対応する。 

 

 

 

 

 

 

 

・適宜対応する。 
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・高齢になっても働き続けられる

職場環境の整備ついては、年金支

給開始までの雇用継続が大前提

である。特に、現業職については、

労働安全衛生法の観点からも、職

員が安心して働き続けられるよ

う、今後、部局において労使で意

見交換の場を持ってもらいたい。 

 

・定年の段階的引上げ期間中に、何

らかの疑義や課題が生じた場合

には、真摯に対応してもらいた

い。 

 

・60 歳以降の働き方については、賃

金が７割になることによるモチ

ベーションの維持、年齢的な問題

による不安を訴える声が多い。そ

うしたことも踏まえ、60 歳以降、

も健康で活躍できる職場環境に

するには、業務量に見合った人員

が必要である。引き続き求めてい

くので、真摯に対応してもらいた

い。 

 

・定年引上げは我々も求めてきた

ものであり、現行の再任用制度よ

り改善されると受け止めている。

一方で、課題が多く現場もモチベ

ーションの維持など不安に思っ

ていることは、重く受け止めても

らいたい。業務量に見合った人員

確保が重要であり、それについて

はこれからも求めていく。改正法

の趣旨である 60 歳以降も意欲を

持って働き続けられる職場づく

りに向け、引き続き、必要な対応

を行うよう、改めて、求めておく。

また、技能労務職の給料表見直し

の問題も含め、60歳以降の生活設

・職員が安心して働き続けられる

よう、「安全委員会・衛生委員会」

の場を活用して参りたい。 

 

 

 

 

 

 

・真摯に対応する。 

 

 

 

 

・わかりました。 
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計が見通せる定年引上げの制度

運用となるよう、強く求めてお

く。 

 

・条例改正後も、運用面について引

き続き対応する、との確認ができ

たため、提案された内容で了解す

る。 

 

 


